第１号様式(第９条第１項、第３項)
横浜市長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
入居者資格確認申請書
横浜市住宅セーフティネット経済的支援住宅制度要綱（以下「要綱」という。）第９条第１項及び第３項の規定に基づき、入居者資格の確認について次のとおり申請いたします。この申請書及び添付書類の記載内容が事実と相違するときは、補助を取り消されても異議を申し立てません。

□　入居者及び同居者（入居予定の者も含む）が要綱第５条第１項第２号から第７号に定める入居者の資格に該当することを、誓約します。
· 生活保護法（昭和25年法律第144号）第14条に規定する住宅扶助又は生活困窮者自立支援法施行規則（平成27年厚生労働省令第16号）第11条第１項第一号の規定による生活困窮者住居確保給付金を受給していない
· 入居者等が暴力団員でない
· 住宅に困窮している

□　申し込み資格の確認のため、この申請書に記載の氏名・性別・住所・生年月日に係る情報を基に、情報所管課及び神奈川県警本部に対して照会することについて同意します。また、申請等に関する連絡及び福祉制度に係る案内の送付のため、この申請書に記載の住所、氏名及び電話番号を補助金事務局に対して提供することに同意します。

（現在居住している住宅に住み続けることが必要な者を対象として家賃減額補助を行う場合のみ）
□　低額所得者のため、現在の住宅に住み続けることが必要です。

入居者
	ふりがな
	
	性別
	男　・　女

	氏名
	
	生年月日
	　　　年　　月　　日

	住所
	〒
	電話番号
	



	同　居　者
	ふりがな
	
	性別
	続柄
	生年月日

	
	氏名
	
	男・女
	
	　　　年　　月　　日

	
	ふりがな
	
	性別
	続柄
	生年月日

	
	氏名
	
	男・女
	
	　　　年　　月　　日

	
	ふりがな
	
	性別
	続柄
	生年月日

	
	氏名
	
	男・女
	
	　　　年　　月　　日



※　添付書類　
(1) 世帯全員の住民票の写し
(2) 直近の住民税課税証明書（所得金額の内訳及び控除の内訳が記載されているもの）
(3) 前年度の納税証明書又は非課税証明書
(4) その他入居者資格に係る証明書等
※　適宜様式を修正して使用することができる。
